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第１章 総則  

（趣旨）  

第１条 この訓令は、地域警察運営規則（昭和４４年国家公安委員会規則第

５号。以下「規則」という。）に基づき、山口県警察における地域警察の

運営に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この訓令において「地域警察官」とは、規則第２条に規定する地域

警察の任務を達成するため、規則第５条に規定する地域警察勤務に従事す

る警察官並びに警察本部（以下「本部」という。）又は警察署（以下「署」

という。）において地域警察勤務に従事する警察官に対する指揮監督及び

指導教養に当たる勤務並びにこれらの勤務に関する企画及び調査、連絡調

整、書類の作成、整理、統計の作成等の事務に従事する警察官をいう。  

２ この訓令において「地域警察幹部」とは、地域警察官のうち巡査部長以

上の階級にある者をいう。  

（事件、事故等の処理範囲）  

第３条 規則第３条に規定する事件、事故等の処理範囲の基準は、別表第１

のとおりとする。  

２ 警察署長（以下「署長」という。）及び地域部自動車警ら隊長（以下「隊

長」という。）（以下「署長等」という。）は、事件、事故等の処理に当

たりこの基準により難い特別の事情があるときは、別に指示することがで

きる。  

（活動単位）  

第４条 地域警察の活動単位は、交番（署所在地を含む。以下同じ。）、駐



在所、警ら用無線自動車、警備派出所及び警察用船舶とする。  

２ 前項に規定する活動単位における地域警察官の勤務所別配置定員は、別

に  定める。  

（運用の方針）  

第５条 前条に規定する活動単位は、それぞれの機能の特性が最高度に発揮

されるよう運用するとともに、相互の組合せ、連携に配意し、情報交換を

積極的に行い総合的な運用を図るものとする。この場合において、その効

果的な運用に資するため、地域部地域企画課鉄道警察隊と連携を図るとと

もに、警察用航空機等の機能を有効に活用するものとする。  

２ 署長等は、事件、事故等の地域的、時間的、季節的発生状況、交通事情

及び住宅街、商店街等の地域的特性を考慮し、計画的かつ重点的な運用を

図るものとする。  

（地域警察勤務）  

第６条 地域警察官が通常において基本として行う地域警察勤務（以下「通

常基本勤務」という。）の勤務種別ごとの勤務方法は、第７章に定めるも

ののほか、次により行うことができる。  

(1) 交番勤務及び駐在所勤務において、所管区又は巡回連絡を担当する区

域（以下「受持区」という。）（以下「所管区等」という。）の実情に

応じ効果的と認められる場合に、警らと巡回連絡の勤務方法を組み合わ

せて行うこと。  

(2) 駐在所勤務において、所管区の実情に即し特に必要がある場合に、立

番を行うこと。  

(3) 警察用船舶勤務において、気象状況により船舶の運用を行うことが適

当でない場合等に、徒歩による沿岸警らを行うこと。  

２ 通常基本勤務以外の特別な活動として規則第５条第２項に規定する地域

警察勤務（以下「特別勤務」という。）は次のとおりとする。  

(1) 緊急配備のために活動すること。  

(2) 事件、事故等の事案が発生した場合において、現場臨場、捜索、救助、

被疑者同行その他当該事案処理のための活動を行うこと。  

(3) 所管区等（地域部自動車警ら隊（以下「自動車警ら隊」という。）に

あっては活動区域。次号において同じ。）において、住民の行う防犯活

動、交通安全活動その他の地域諸活動への支援若しくは協力を行い、又

は住民と共同でこれらの活動を行うこと。  

(4) 所管区等における特別の治安情勢にかんがみ必要と認められる場合に

おいて、犯罪の予防検挙、犯罪情報の収集、交通指導取締り等の活動を

行うこと。  

(5) 雑踏警備その他警戒警備の要員として活動すること。  

(6) その他地域警察官が通常基本勤務を通じた活動によっては地域警察の

任務を達成することが困難な場合において、必要と認められる特別な活

動を行うこと。  



３ 署長等は、管内（自動車警ら隊にあっては、活動区域。以下第１０条第

１項、第１５条第２項、第４４条第２項及び第４５条第１項において同じ。）

の治安情勢、警察事象等から特に必要があると認めるときは、地域警察官

に特別勤務を命じることができる。この場合において、特別勤務を行わせ

ることに伴う通常基本勤務の削減による地域警察活動への影響を最小限に

とどめるようにしなければならない。  

（制服勤務の特例）  

第７条 地域警察官は、所属長が指定又は承認した場合には、私服により活

動することができる。  

（交番等の表示）  

第８条 交番、駐在所及び警備派出所（以下「交番等」という。）の名称の

表示等については、山口県警察の庁舎等の保全・管理に関する訓令（平成

２年山口県警察本部訓令第１３号）第１７条の２第１項に規定するところ

による。  

２ 警ら用無線自動車の表示は、車体の両側面に山口県警察と黒書きするも

のとし、塗装は車体の上部を白色、下部を黒色とする。  

（所管区等の変更具申）  

第９条 署長は、所管区等の現状について、常に次の事項に留意して、検討

を加え、所管区の変更、交番等の新設、廃止、移転及び人員配置の変更の

必要性を生じたときは、理由を付して警察本部長（以下「本部長」という。）

に上申しなければならない。  

(1) 交番等の名称及び位置  

(2) 世帯数及び昼夜の人口の実態  

(3) 面積及び地勢並びに行政区画及び小学校区  

(4) 犯罪及び交通事故の発生状況並びに警察対象の多寡  

(5) 市街地構成状況及び土地の特殊事情  

(6) 道路の敷設又は廃止  

(7) 官公署、工場、団地等の新設又は移転  

(8) その他諸般の状況  

（地域警察官配置上の留意事項）  

第１０条 署長等は、地域警察官の配置又は配置替えに際しては、次の各号

に掲げる事項に留意しなければならない。  

(1) 管内の実情を十分考慮すること。  

(2) 個々の地域警察官の素質、能力、経験、健康状態等を考慮すること。  

(3) 勤務所別配置定員を欠員とするような配置替えを行うとき、又はやむ

を得ず所管区員の短期間の配置替えをするときは、あらかじめ地域部地

域企画課長（以下「地域企画課長」という。）と協議すること。  

２ 署長等は、警ら用無線自動車の運転要員について、運転技能が優れ、か

つ、警察実務に精通した身体強健な警察官を選任するとともに、警ら用無

線自動車の適正安全な運転の確保に努めなければならない。  



第２章 勤務制等  

（勤務制）  

第１１条 地域警察官の勤務制は、次のとおりとする。  

(1) 交替制勤務 山口県警察に勤務する職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する訓令（平成７年山口県警察本部訓令第１０号。以下「勤務時間訓

令」という。）第２条に規定する交替制勤務  

(2) 日勤制勤務  

ア 通常勤務 勤務時間訓令第２条に規定する通常勤務  

イ 毎日勤務 勤務時間訓令第２条に規定する毎日勤務  

(3) 駐在制勤務 勤務時間訓令第２条に規定する毎日勤務で、勤務所の施

設に居住して行う勤務  

２ 活動単位ごとの勤務制は、次のとおりとする。  

(1) 交番 交替制勤務。ただし、特に必要のあるものについては、毎日勤

務を採ることができる。  

(2) 駐在所 駐在制勤務。ただし、特に必要のあるものについては、他の

勤務制を採ることができる。  

(3) 警ら用無線自動車 交替制勤務又は毎日勤務  

(4) 警備派出所 交替制勤務又は毎日勤務  

 (5) 警察用船舶 毎日勤務  

（勤務制の指定）  

第１２条 前条の勤務制については、本部長の承認を得て署長等が指定する

ものとする。  

（勤務時間等）  

第１３条 地域警察官の勤務時間、休憩時間及び週休日の指定については、

勤務時間訓令の定めるところによる。  

（勤務時間の割振り）  

第１４条 地域警察官の勤務時間の割振りは、勤務時間訓令第５条の規定す

るところによる。  

（勤務の開始及び終了時刻）  

第１５条 地域警察官の勤務開始及び終了時刻は、原則として次表のとおり

と  

する。  

勤   務   制  勤 務 開 始 時 間 勤 務 終 了 時 間 

 

交替制勤務  

 

当 番 日  午 前 ９ 時 翌日の午前９時 

当 番 日 

（自動車警

ら隊に限

午 前 １ ０ 時 翌日の午前１０時  



る。）  

日 勤 日  午前８時３０分 午後５時１５分 

 

日勤制勤務  

 

通 常 勤 務 午前８時３０分 午後５時１５分 

毎 日 勤 務 午前８時３０分 午後５時１５分 

駐 在 制 勤 務 午前８時３０分 午後５時１５分 

２ 署長等は、管内の状況を検討して、時刻を繰り上げ若しくは繰り下げ、

又は夜間に勤務させるなど必要な時間帯に勤務させ、管内の実情に即応し

た活動を行わせることができる。  

第３章 運用計画等  

（当務運用）  

第１６条 同一署において交番、警備派出所及び警ら用無線自動車の当番日

における勤務（以下「当務」という。）の勤務員が複数ある時は、主とし

て夜間、日曜日、土曜日及び休日の活動を一体として効率的に運用するも

のとする。  

２ 前項の規定は、自動車警ら隊の同一係において警ら用無線自動車の当務

の勤務員が複数ある時について準用する。  

（統合運用）  

第１７条 署長は、交番等の位置、配置人員、勤務制、管内の情勢等を勘案

して必要により２以上の交番等の所管区を結合し、当該結合した区域（以

下「ブロック」という。）において当該２以上の交番等の地域警察官を統

合的に運用することができる。  

２ 署長は、ブロックを設定し、運用しようとする場合は、次の各号に掲げ

る事項を明らかにし、本部長に報告しなければならない。  

(1) 統合運用しようとする交番等の名称  

(2) 拠点とする交番等の名称  

(3) 運用の方法  

（交番等の連携）  

第１８条 署長は、交番等について相互の連携の方法、緊急時の共助態勢等

をあらかじめ定めておくものとする。  

（警ら要点等の設定）  

第１９条 署長は、所管区における犯罪の予防及び検挙、交通指導取締りそ

の他地域警察活動を効率的に推進するため、主要な地点、地域、区間を警

ら要点等として定めるものとする。  

（警ら用無線自動車の警ら分担区の設定）  



第２０条 署長は、警ら用無線自動車が２台以上ある場合は、管轄区域を分

けて、それぞれの警ら用無線自動車の警ら分担区を定めることができる。  

（受持区の指定）  

第２１条 署長は、所管区ごとの配置人員の数に応じて受持区を指定するも

の  

とする。  

（基本計画）  

第２２条 署長は、地域警察の効率的運用を図るため、次の事項を内容とす

る基本計画を定めるものとする。  

(1) 当務の編成  

(2) ブロックの編成及び運用  

(3) 警ら要点等の設定  

(4) 警ら分担区の設定  

(5) 受持区の指定  

(6) その他運用上必要な事項  

（月間活動計画）  

第２３条 署長等は、地域警察活動を計画的に行うため、月間活動計画とし

て、活動の重点、指導教養の重点その他活動に必要な事項を定めるものと

する。  

２ 前項の活動計画は、別に定める月間活動計画表によるものとする。  

第２４条 削除  

（転用勤務）  

第２５条 署長は、警察の総合的かつ効率的な運営の観点からみて、人員の

不足その他必要やむを得ない場合のほか、地域警察官を看守、護送、警察

署当番等の地域警察勤務以外の勤務（以下「転用勤務」という。）に従事

させてはならない。  

２ 署長は、転用勤務に従事させる旨の決定を行うに当たっては、転用によ

って地域警察体制が著しく阻害されないよう転用の必要性及び地域警察体

制の阻害の程度とを十分に比較考慮して慎重に判断しなければならない。  

３ 署長は、地域警察官を７日を超え継続して転用勤務に従事させる場合は、

理由を付して本部長の承認を受けるものとする。  

（企画調整等）  

第２６条 地域企画課長以外の本部各所属長又は地域警察幹部以外の幹部

は、規則第２条に規定する活動に影響を及ぼすような企画をする場合は、

事前に、本部にあっては地域企画課長、署にあっては地域課長（地域第一

課長、地域第二課長、地域第三課長及び地域・交通課長を含む。以下同じ。）

に連絡するものとする。  

第４章 地域警察幹部の配置及び職務  

（地域企画課長の職務）  

第２７条 地域企画課長は、本部長を補佐し、地域警察に関する企画及び立



案並びに本部各所属との連絡調整に当たるとともに、地域警察官に対し指

導教養を行うことにより、地域警察活動の全般について推進を図るものと

する。  

（地域官の職務）  

第２７条の２ 地域官は、署長を補佐し、他の課との連絡調整に当たるとと

もに、地域警察の運営について事務を総括し、部下職員の指揮監督及び指

導教養を行うものとする。  

（地域課長の職務）  

第２７条の３ 地域課長は、署長を補佐し、地域警察に関する企画及び立案

並びに他の課係との連絡調整に当たるとともに、部下職員の指揮監督及び

指導教養を行うものとする。  

（地域係長及び地域主任の職務）  

第２７条の４ 警察署において地域係長及び地域主任は、地域警察官の運用

計画の立案及び課係内の連絡調整に当たるとともに、部下職員の指揮監督

及び指導教養並びに事件又は事故の発生現場における初動的な措置を行う

ものとする。  

第２８条 削除  

（交番所長）  

第２９条 山口県警察の組織に関する訓令（平成１８年山口県警察本部訓令

第１４号）第２条第６号に規定する幹部交番及び別表第２に掲げる交番（以

下「指定交番」という。）の交番所長は、それぞれ日勤制勤務の警部又は

警部補をもって充てる。  

２ 幹部交番及び指定交番以外の交番所長並びに警備派出所の派出所長は、

原則として交替制勤務の警部補をもって充てる。  

３ 交番所長（警備派出所の派出所長を含む。以下同じ。）は、上司の命を

受け、交番及び警備派出所における責任者として次の各号に掲げる職務を

行うものとする。  

(1) 地域住民の意見、要望等の把握と系統的処理  

(2) 関係機関、団体等との連絡調整  

(3) 所管区における地域警察活動の重点とその推進要領の策定  

(4) 通常基本勤務、事件、事故等の初動措置その他地域警察活動に関する

指揮監督  

(5) 交番及び警備派出所の個々の地域警察官の能力、個性等を踏まえた具

体的な指導教養  

(6) 交替制勤務を異にする勤務員相互間の意思の疎通、融和及び協調  

(7) 他の交番等との連絡調整  

(8) 交番及び警備派出所における施設、装備資機材、書類等の保守管理  

４ 交番所長は、前項各号に規定するもののほか、自ら率先して通常基本勤

務等の地域警察活動を行うものとする。  

（交番所長代理）  



第３０条 必要があるときは、交番所長配置の交番及び警備派出所にそれぞ

れ交番所長代理及び派出所長代理（以下「交番所長代理」という。）を置

き、交替制勤務の警部補をもって充てる。  

２ 交番所長代理は、勤務員として交番所長を補佐し、自ら率先して通常基

本勤務等の地域警察活動を行うほか、次の各号に掲げる職務を行うものと

する。  

(1) 交番所長不在の場合の交番所長の職務の代行  

(2) 勤務員に対する指揮監督及び指導教養  

(3) 勤務員相互間の融和と協調  

(4) 勤務員の勤務と事務処理の調整  

(5) 交替制勤務に伴う確実な事務引継ぎ  

（駐在所長）  

第３１条 駐在所長は、毎日勤務の警部補以下の階級にある警察官をもって

充  

てる。  

２ 駐在所長は、上司の命を受け、駐在所における責任者として次の各号に

掲げる職務を行うものとする。  

(1) 住民代表者等との意見交換による地域の意見、要望等の把握及びその

系統的処理並びに地域における世話役的活動の推進  

(2) 関係機関、団体等との連絡調整  

(3) 所管区における地域警察活動の重点とその推進要領の策定  

(4) 勤務員の能力、個性等を踏まえた指揮監督及び指導教養  

(5) 他の交番等との連絡調整  

(6) 駐在所における施設、装備資機材、書類等の保守管理  

３ 駐在所長は、前項各号に規定するもののほか、自ら率先して通常基本勤

務等の地域警察活動を行うものとする。  

（駐在所長代理）  

第３１条の２ 駐在所長代理は、毎日勤務の警部補以下の階級にある警察官

をもって充てる。  

２ 駐在所長代理は、勤務員として駐在所長を補佐し、自ら率先して通常基

本勤務等の地域警察活動を行うほか、駐在所長不在の場合にあっては、駐

在所長の職務を代行するものとする。  

（当務責任者）  

第３２条 署長等は、第１６条に規定する当務運用を行う場合においては、

警部又は警部補（警部又は警部補を配置できない場合には、巡査部長のう

ちから適任者とする。）の中から当務ごとの責任者（以下「当務責任者」

という。）を指定するものとする。  

この場合において、当務ごとに統括係長が置かれている警察署にあっては、

統括係長を当務責任者に指定するものとする。  

２ 当務責任者は、上司の命を受け、次に掲げる職務を行うものとする。  



(1) 当務中における地域警察官の取扱事項の総括及び報告  

(2) 当務勤務の地域警察官の指揮監督及び指導教養  

(3) 勤務基準の調整  

(4) 事件又は事故の発生現場における初動的な措置及びその指揮  

(5) 地域警察幹部相互間の連携  

(6) 当番主任との連携  

(7) その他署長等が必要と認める事項  

（ブロック統括責任者）  

第３３条 署長は、第１７条に規定する交番等の統合運用を行う場合におい

ては、ブロックの交番所長又は駐在所長の中から当該ブロックにおける地

域警察官の活動を統括する責任者（以下「ブロック統括責任者」という。）

を指定するものとする。  

２ ブロック統括責任者は、上司及び当務責任者の命を受け、次の各号に掲

げる職務を行うものとする。  

(1) ブロックの地域警察活動に関する統括と報告  

(2) ブロックにおける地域警察官の指揮監督  

(3) 事件、事故等の初動的な現場活動及び現場指揮  

(4) ブロックにおける関係機関、団体等との連絡調整  

(5) 地域警察幹部相互間の連携  

(6) その他署長が必要と認める事項  

（交番主任）  

第３４条 交番等にそれぞれ交番主任、派出所主任及び駐在所主任（以下「交

番主任」という。）を置き、巡査部長をもって充てる。  

２ 交番主任は、地域警察活動の中核的立場にあることから率先垂範して実

働するとともに、部下の職務執行において実践的な指揮監督及び指導教養

を行うものとする。  

（交番連絡主任）  

第３５条 交番所長の配置のない交番及び警備派出所にそれぞれ交番連絡主

任及び派出所連絡主任（以下「交番連絡主任」という。）を置き、巡査部

長（巡査部長配置のない場合には、巡査長又は巡査のうちから適任者とす

る。）をもって充てる。  

２ 交番連絡主任は、自ら率先して地域警察活動を行うほか、次の各号に掲

げる職務を行うものとする。  

(1) 勤務員相互間の意思の疎通、融和及び協調  

(2) 関係機関、団体等との連絡調整  

(3) 他の交番等との連絡調整  

(4) 交番及び警備派出所における施設、装備資機材、書類等の保守管理  

（班長）  

第３６条 交番等及び警ら用無線自動車に、交替制勤務ごとに班長を置き、

警部補以下の階級にある警察官をもって充てる。  



２ 班長は、自ら率先して地域警察活動を行うほか、次の各号に掲げる職務

を行うものとする。  

(1) 勤務員に対する実践的な指揮監督及び指導教養（巡査長又は巡査にあ

っては指導助言）  

(2) 勤務員相互間の融和と協調  

(3) 勤務員の勤務と事務処理の調整  

(4) 交替制勤務に伴う確実な事務引継ぎ  

（地域警察幹部以外の幹部の指示、指導等）  

第３７条 地域警察幹部以外の幹部は、努めて交番等を巡回し、所掌事務に

ついて実務の指導に当たるものとする。  

２ 地域警察幹部以外の幹部は、地域課長の不在時又は急を要し地域課長に

あらかじめ連絡するいとまがないときは、地域警察官に対し直接指示する

ことができる。この場合において、その内容を事後速やかに地域課長に連

絡するものとする。  

第３８条 削除  

第５章 指揮監督及び指導教養  

（地域企画課長その他の本部地域警察幹部による巡回指導）  

第３９条 地域企画課長は、自ら又は他の本部地域警察幹部に命じて署の地

域課及び交番等を巡回し、指導教養を行うものとする。  

（署長その他の幹部による巡視及び巡回指導）  

第４０条 署長は、地域警察官の指揮監督及び指導教養を行うに当たり、自

ら又は副署長若しくは次長若しくは地域警察幹部に命じて巡視を行うもの

とする。  

２ 署長は、地域警察幹部以外の幹部に命じて交番等を巡回させ、当該幹部

が所掌する事務について指導教養を行わせるものとする。  

３ 地域警察幹部以外の幹部は、前項の規定による巡回を通じて把握した事

項のうち地域警察の運営に必要なものについて地域警察幹部に連絡するも

のとする。  

（巡視等の計画）  

第４１条 署長は、巡視及び巡回指導（以下「巡視等」という。）を効果的

に行うため、毎月、翌月の巡視等の計画を策定するものとする。  

２ 前項の規定による巡視等の計画の策定に当たっては、地域警察幹部及び

地域警察幹部以外の幹部が巡視等を行う時期及び交番等を割り振るととも

に、指揮監督及び指導教養上の具体的項目及び実地において見分すべき事

項等の重点を示すものとする。  

３ 巡視等は、第１項の計画に従い行うものとする。  

 （巡視等の留意事項）  

第４２条 巡視等は、交番等のほか、その活動に従事する場所において行う

ものとする。  

２ 巡視等に当たっては、地域警察官の安全を確保するため、施設及び装備



資器材の整備点検並びに訓練及び指導教養の実施に努めなければならな

い。  

第６章 勤務の基準  

（勤務準則）  

第４３条 規則第１１条第１項に規定する勤務準則は、別表第３のとおりと

す  

る。  

（勤務基準の策定）  

第４４条 署長等は、前条の勤務準則に従い、個別の活動単位ごとに規則第

１１条第２項に規定する勤務基準を策定しなければならない。  

２ 前項の勤務基準を策定するに当たっては、次に掲げる事項に留意するも

のとする。  

(1) 来訪者が多いと予想される時間帯には、最低一人の所内勤務員の確保

に努めること。  

(2) 巡回連絡を実施するための勤務時間の確保に努めること。  

(3) 管内の警戒力、特に夜間における警戒力に間隙を生じないようにする

こと。  

(4) 事件、事故等の地域別、時間帯別及び種類別の発生状況に配意するこ

と。  

(5) 地域警察官及び活動単位との連携に努めること。  

（勤務基準の変更）  

第４５条 署長等は、管内の治安情勢等から必要があると認めるときは、前

条の勤務基準の変更を命ずることができる。  

２ 地域警察官は、勤務基準による勤務を通じては処理することができない

事件、事故等が発生した場合は、直属の地域警察幹部に勤務基準の変更の

承認を受けなければならない。ただし、緊急やむを得ない場合は、必要な

措置を講じた後、その経過を速やかに報告しなければならない。  

３ 地域警察官は、前項に定める場合のほか、勤務基準による勤務を通じて

は効果的な地域警察活動を行うことができないと認められるときは、その

旨を直属の地域警察幹部に申し出ることができる。  

４ 前項の規定による申出を受けた地域警察幹部は、当該申出に相当な理由

があると認めるときは、承認を与えるものとする。  

（活動重点事項等の指示）  

第４６条 地域課長は、毎朝、月間の活動計画及び勤務基準に基づき当日実

施すべき重点事項等を勤務所別に指示するものとする。ただし、出張、休

暇等により、指示をすることができない場合は、指示事項を事前に地域課

長が指定する者に引き継ぐものとする。  

２ 前項の指定を受けた者は、当該日の朝に、地域課長からの引継事項を指

示するものとする。  

３ 交番等配置の地域警察幹部は、前２項の規定による指示に基づき次に掲



げる事項を地域警察官に指示するものとする。  

(1) 所管区等の実態に即した警ら要点等の選定及び必要な活動の時間、場

所、内容等  

(2) その他活動に当たって配意すべき事項  

（所外活動時の報告）  

第４７条 交番等に勤務する地域警察官は、出所又は帰所の都度、直属の地

域警察幹部に報告するものとする。ただし、日曜日、土曜日、休日、執務

時間外等で地域警察幹部が不在の場合は、当番主任に報告するものとする。 

（活動状況の記録）  

第４８条 地域警察官は、勤務所別に勤務日の活動状況を別に定める活動記

録簿に明らかにしておくものとする。  

２ 活動記録簿は、翌朝、順を経て署長（自動車警ら隊にあっては、隊長。

以下この項及び次条において同じ。）の決裁を受けるものとする。ただし、

署長が決裁日を指定した場合は、その日とする。  

（勤務交替）  

第４９条 交替制勤務における地域警察官の勤務交替は、署長の指定する場

所において、別に定める要領に従い迅速確実に行うものとする。  

（資料の整理保管）  

第５０条 署の地域課及び交番等に備え付ける地域警察関係帳簿の様式、記

載要領及び取扱いについて必要な事項は、別に定める。  

２ 地域警察官は、地域警察活動に必要な資料の収集に努め、常にこれを整

理しておくとともに、紛失の防止その他その適切な管理のために必要な措

置を講じなければならない。  

第７章 地域警察活動  

第１節 交番、駐在所における通常基本勤務  

（所管区責任及び受持責任）  

第５１条 交番等に勤務する地域警察官は、所管区及びブロックについて共

同して警察の責務を遂行する責任を負う。  

２ 受持区を担当する勤務員（以下「受持勤務員」という。）は、担当する

受持区について警察の責務を遂行する責任を負う。  

３ 前２項の警察の責務を遂行するに当たっては、地形・地物、交通、民情、

風俗、住民の居住実態、困りごと、意見、要望、事件、事故等の発生状況

等地域社会の実態を的確に掌握しておかなければならない。  

（勤務の方法）  

第５２条 交番勤務員は、立番、在所、警ら及び巡回連絡の方法により勤務

を行うものとする。  

２ 駐在所勤務員は、在所、警ら及び巡回連絡の方法により勤務を行うもの

と  

する。  

（立番）  



第５３条 立番においては、原則として交番の施設外の適切な場所に位置し、

立って警戒に当たるものとする。  

２ 立番に際しては、できるだけ視野の広い場所に位置し、旺盛な警戒心と

厳正な勤務態度により、異常又は不審と認められる事象の発見及びその真

相の究明に努めるなど積極的に職務の執行に当たるとともに、諸願届の受

理及び来訪者に対する応接を親切かつ迅速に行わなければならない。  

（在所）  

第５４条 在所においては、交番又は駐在所の施設内において、請願届の受

理及び来訪者に対する応接を行い、併せて所外に対する警戒を行うととも

に、書類の作成・整理、装備資機材及び施設の点検整備等を行うものとす

る。  

（警ら）  

第５５条 警らにおいては、所管区及びブロックを巡行することにより、管

内状況の掌握を行うとともに、犯罪の予防検挙、交通指導取締り、少年の

補導、危険の防止、住民に対する保護、助言及び指導等に当たるものとす

る。  

２ 警らに際しては、周密鋭敏な観察力及び注意力を発揮するとともに、職

務質問を励行し、不審と認められる事象の発見及び真相の究明に努めなけ

ればならない。  

３ 警らに際しては、努めて防犯連絡所等に立ち寄り、必要な連絡を行うよ

う配意しなければならない。  

（巡回連絡）  

第５６条 巡回連絡においては、受持区を巡回して家庭、事業所等を訪問し、

犯罪の予防、災害事故の防止等住民の安全で平穏な生活を確保する上で必

要な事項の指導連絡、住民の意見、要望、困りごと等を聴取し、良好な公

衆関係を保持するとともに、受持区の実態を掌握するものとする。  

２ 巡回連絡は、受持区のすべての家庭、事業所等について行うものとする。 

３ 受持勤務員は、時期的、地域的な犯罪や災害事故が発生し、若しくはそ

のおそれがあるときに、これに対処するため必要があると認める場合は、

特別巡回連絡を実施して必要な指導連絡を行い、又は治安情勢を説明し、

訪問先の協力を得て犯罪情報の収集に努めるものとする。  

４ 警察本部長及び署長は、巡回連絡を効率的に行わせるために必要と認め

るときは、地域警察官以外の警察職員を巡回連絡に協力させることができ

る。  

５ その他巡回連絡の実施について必要な事項は、別に定める。  

（特定巡回連絡）  

第５７条 交番所長及び駐在所長は、所管区内の官公署、事業所、団体等で

特に緊密な連絡を要すると認められるものについて、受持区の如何にかか

わらず自ら巡回連絡を実施するものとする。  

２ 第１項の巡回連絡を実施するに当たっては、あらかじめ相手方の都合を



問い合わせ、巡回連絡を実施するに十分な時間を確保するほか、その実施

方法も訪問、会合への出席、招致、電話連絡等その目的に沿ったものとす

ること。  

３ 第１項の巡回連絡の対象が、受持区を担当する勤務員が行う巡回連絡の

対象でもある場合は、両者の任務分担、巡回連絡の実施方法についてあら

かじめ調整しておくこと。  

 （あんしんカード等の活用）  

第５８条 警ら又は巡回連絡に当たっては、別に定めるあんしんカード等を

積極的に活用するものとする。  

（休憩）  

第５９条 休憩は、交番等の定められた場所において行うものとする。ただ

し、署長の承認を得たときは、この限りでない。  

２ 休憩中であっても、請願届があった場合は、直ちに受理し、必要な措置

を講じなければならない。  

（移動交番）  

第６０条 署長は、交通の状況、住居の居住実態、事件又は事故の発生状況

等の治安情勢等を勘案し、特定の地域において必要がある場合は、当該地

域の地域警察活動を補うため、地域警察官を派遣して移動交番を設置し、

効果的な運用を図るものとする。  

２ 前項の規定により派遣された地域警察官は、派遣された地域において警

戒、請願届の受理、来訪者に対する応接、書類の作成・整理を行い、併せ

て派遣された地域を巡行し、住民に対する保護及び助言、危険の防止、犯

罪の予防検挙に当たるものとする。  

（臨時交番）  

第６１条 署長は、災害、季節的行事等臨時の必要がある場合は、臨時交番

を設置することができる。ただし、設置の期間が１月を超える場合は、本

部長の承認を受けるものとする。  

 （事件、事故等の事案に対する措置）  

第６２条 地域警察官は、通常基本勤務に従事中、事件、事故等を認知した

時は、迅速に初動的措置、事件処理等を行わなければならない。  

２ 前項の措置を行うに当たっては、事案の内容に応じて、署、警ら用無線

自動車、関係交番等と緊密な連絡を保ち、適切な措置を講ずるようにしな

ければならない。  

３ 第１項の事件処理を行うために必要な事項は、別に定める。  

第２節 警ら用無線自動車における通常基本勤務  

（勤務の方法）  

第６３条 警ら用無線自動車勤務員は、機動警ら及び待機の方法により勤務

を行うものとする。  

 （活動の区域）  

第６３条の２ 自動車警ら隊の活動区域は、県下全域とする。  



 （活動計画）  

第６４条 警ら用無線自動車の活動計画は、次の各号に掲げる事項について、

策定すること。  

(1) 活動の重点  

(2) 運用台数及び活動時間  

(3) 警ら路線及び警ら時間  

(4) 警ら要点及び検問場所  

(5) その他活動上の留意事項  

２ 前項の活動計画の策定に当たっては、次の各号に掲げる事項を考慮する

ものとする。  

(1) 事件、事故等の地域別、時間帯別及び種類別の発生状況  

(2) 地域警察官及び他の警ら用無線自動車との連携  

（機動警ら）  

第６５条 機動警らにおいては、警ら用無線自動車により、あらかじめ定め

られた地域又は路線を巡行することにより、事件、事故等が発生した場合

に緊急初動措置を行うとともに、機動力を活用して犯罪の予防検挙、交通

指導取締り、危険の防止等に当たるものとする。  

（勤務要領）  

第６６条 機動警らは、原則として２名１組を単位として行うものとする。  

２ 機動警らに際し、事件、事故等が発生した場合には、現場に急行して迅

速的確な緊急初動措置を執らなければならない。  

３ 警ら用無線自動車勤務員の事件、事故等の事案に対する措置については、

前項に定めるもののほか、第６２条（事件、事故等の事案に対する措置）

の規定を準用する。  

（待機）  

第６７条 待機に際しては、指定された場所において、警ら用無線自動車、

無線機器その他の装備資機材の点検整備及び書類の作成・整理に当たると

ともに、事件、事故等の発生に備え、無線通話の傍受に努めるほか、直ち

に出動できる態勢を保持しなければならない。  

（準用規定）  

第６８条 第５９条（休憩）の規定は、警ら用無線自動車勤務に準用する。

この場合において、第５９条第１項中「署長」とあるのは「署長（自動車

警ら隊にあっては、隊長）」と読み替えるものとする。  

第３節 警備派出所における通常基本勤務  

（勤務の方法）  

第６９条 警備派出所の勤務員は、警戒警備、立番、在所及び警らの方法に

より勤務を行うものとする。  

（警戒警備）  

第７０条 警戒警備においては、警戒警備を要する対象の施設等について、

当該施設等に応じて、巡回、駐留等の方法により警戒し、又は警備するも



のとする。  

 （準用規定）  

第７１条 第５３条（立番）、第５４条（在所）、第５５条（警ら）、第５

９条（休憩）及び第６２条（事件、事故等の事案に対する措置）の規定は、

警備派出所勤務に準用する。  

第４節 警察用船舶における通常基本勤務  

（勤務の方法）  

第７２条 警察用船舶勤務員は、船舶の運用及び待機の勤務方法により勤務

を行うものとする。  

（運用区域）  

第７３条 警察用船舶の運用区域は、山口県警察における警察用船舶の管理

及び運用に関する訓令（平成２９年山口県警察本部訓令第１３号）第２条

に規定するところによる。  

（準用規定）  

第７４条 第５６条（巡回連絡）、第５９条（休憩）、第６２条（事件、事

故等の事案に対する措置）、第６５条（機動警ら）、第６６条（勤務要領）

第２項及び第６７条（待機）の規定は、警察用船舶の勤務に準用する。  

第８章 補則  

 （活動状況の報告）  

第７５条 署長は、地域警察官の活動状況を別に定める活動実態年報により

本部長に報告するものとする。  

（管内略図の掲示）  

第７６条 交番等には、地理案内その他執行務の参考とするため、施設内の

見やすい場所に管内略図を掲示しなければならない。  

（細則の制定）  

第７７条 署長等は、この訓令の施行に関し、本部長の承認を受けて必要な

細則を定めるものとする。  

附 則  

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。  

附 則 （平成７年２月１４日本部訓令第２号）  

この訓令は、平成７年２月１６日から施行する。  

附 則 （平成７年３月３１日本部訓令第１１号山口県警察の組織、任用、服務等に関する訓令

等の一部を改正する訓令２条による改正附則）  

この訓令は、平成７年４月１日から施行する。  

附 則 （平成７年７月３１日本部訓令第１６号山口県警察の地域警察運営に関する訓令等の一

部を改正する訓令１条による改正附則）  

この訓令は、平成７年８月１日から施行する。  

附 則 （平成８年３月２９日本部訓令第５号）  

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１１年２月１２日本部訓令第２号）  



この訓令は、平成１１年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１３年３月１５日本部訓令第８号）  

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１４年３月２２日本部訓令第１１号）  

この訓令は、平成１４年５月１日から施行する。  

附 則 （平成１４年３月２９日本部訓令第２４号地方警察職員の勤務時間、休日及び休暇に関

する訓令の一部を改正する訓令附則７項による改正附則抄）  

（施行期日）  

１ この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１４年８月１２日本部訓令第３５号）  

この訓令は、平成１４年８月１５日から施行する。  

附 則 （平成１５年３月３１日本部訓令第１８号山口県警察術科訓練に関する訓令等の一部を

改正する訓令第７条による改正附則）  

この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１５年４月１７日本部訓令第２１号周南市の設置に伴う関係訓令の整理に関する

訓令第１１条による改正附則）  

この訓令は、平成１５年４月２１日から施行する。  

附 則 （平成１７年３月２２日本部訓令第６号）  

この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１７年３月３１日本部訓令第２０号生活安全部生活環境課及び刑事部組織犯罪対

策課の新設並びに本郷警察署の廃止に伴う関係訓令の整理に関する訓令８条による改正

附則） 

この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１８年３月２７日本部訓令第１６号）  

この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則 （平成１８年９月８日本部訓令第３４号）  

この訓令は、平成１８年１０月１日から施行する。  

附 則 （平成１９年２月８日本部訓令第１号）  

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２０年２月２７日本部訓令第７号）  

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２０年２月２７日本部訓令第１１号山口県警察の組織、任用、服務等に関する訓

令の廃止に伴う関係訓令の整理に関する訓令２条による改正附則）  

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２１年３月１９日本部訓令第１１号山口県警察の地域警察運営に関する訓令及び

山口県警察の航空機の運用等に関する訓令の一部を改正する訓令１条による改正附則）  

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２１年３月２３日本部訓令第１４号山口県警察の組織改編に伴う関係訓令の整理

に関する訓令１０条による改正附則）  

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。  



附 則 （平成２２年３月１７日本部訓令第７号）  

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。  

      附 則 （平成２５年３月２２日本部訓令第１８号）  

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。  

      附 則 （平成２６年３月２５日本部訓令第９号）  

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２７年３月３１日本部訓令第１１号山口県警察の組織改編に伴う関係訓令の整理

等に関する訓令１５条による改正附則）  

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。  

      附 則 （平成２７年３月３１日本部訓令第１２号）  

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則 （平成２７年４月１日本部訓令第１３号保護の取扱いに関する訓令の一部を改正する訓

令附則２項による改正附則抄）  

 （施行期日）  

１ この訓令は、平成２７年５月１日から施行する。  

附 則 （平成３０年３月１２日本部訓令第１４号山口県警察に勤務する職員の勤務時間、休日

及び休暇に関する訓令の一部を改正する訓令附則４項による改正附則抄）  

 （施行期日）  

１ この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則 （平成３０年３月１３日本部訓令第１７号山口県警察の組織改編に伴う関係訓令の整理

等に関する訓令２条による改正附則）  

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則 （令和２年３月５日本部訓令第１０号）  

この訓令は、令和２年３月１日から施行する。  

  附 則 （令和３年４月１３日本部訓令第１５号）  

この訓令は、令和３年４月１４日から施行する。  

  附 則 （令和５年３月１０日本部訓令第９号）  

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。  

附 則 （令和７年１月１４日本部訓令第１号山口県警察の緊急配備に関する訓令の一部を改正

する訓令附則４項による改正附則抄）  

（施行期日）  

１ この訓令は、令和７年２月１日から施行する。  

  附 則 （令和７年４月１日本部訓令第２６号）  

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。  

 


